
静 岡 県 交 通 基 盤 部
河川砂防局河川企画課

「津波災害警戒区域」の指定のご案内

など、皆さんの疑問にお答えします。



宅地の嵩上げ

避難路、避難場所（高台）

砂浜

津波災害を防止するために警戒避難
体制を特に整備すべき区域

建築物の建築や開発行為の規制はありません

一定の社会福祉施設、学校、医療施設
の建築・開発行為を規制すべき区域

都道府県知事が指定

都道府県知事が指定
市町条例で定めた区域について住宅等
の建築・開発行為に規制を追加

市町が条例で指定

（国）

津波浸水想定の設定 （県）

（市町）

津波防災地域
づくりの推進

○ 津波防災地域づくりに関する法律の流れ

静岡県の
レベル２地震・津波

津波防災地域づくりに関する法律とは？
平成23年３月の東日本大震災の甚大な津波被害を教訓に、最大クラスの津波から「なんとしても人命を守る」と
いう考えのもと、ハード・ソフトの施策を柔軟に組み合わせて総動員させる「多重防御」の発想により、地域活性
化の観点も含めた総合的な地域づくりの中で津波防災を推進することを目的として、平成23年12月に施行され
た法律です。 この法律には、県が実施する「津波災害警戒区域の指定」や「津波浸水想定の設定」、市町が実施す
る「推進計画の作成」など、津波防災を進めるための取組が規定されています。

津波災害警戒区域（イエローゾーン）とは？
最大クラスの津波が発生した場合に、住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそれがある区域で、津波による
人的災害を防止するため、津波から「逃げる」ことができるよう、警戒避難体制を特に整備すべき区域として県知
事が指定する区域です。

最大クラス（レベル２）の津波とは？
発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害をもたらす津波で、現在の科学的知見を基に、過去に発生
した津波や今後発生が想定される津波から設定したものであり、住民避難を柱とした総合的な防災対策の対象
となる津波です。

推進計画の事業
警戒避難体制の整備
建築制限 等

（国、県、市町等）

津波災害警戒
区域等の指定

推進計画の
作成（県）

基本指針の策定
H25.11.6
H27.8.28 

H23.12.27

・南海トラフ巨大地震
・元禄型関東地震
・相模トラフ沿いの最大クラスの地震

相模トラフ沿いで発生する地震・津波駿河・南海トラフ沿いで発生する地震・津波

津波避難タワー

津波避難タワー

津波避難ビル

津波避難ビル

○ 避難施設や避難路の確保、津波避難訓練の
　 実施、津波ハザードマップの作成・周知
○ 避難促進施設における避難確保計画の作成
○ 宅地建物取引業法に基づく重要事項説明
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津波災害特別警戒区域 オレンジゾーン

津波災害特別警戒区域 レッドゾーン

津波災害警戒区域 イエローゾーン

津波浸水想定

津波災害警戒区域等のイメージ図



基準水位とは？
基準水位は、津波浸水想定の浸水深に、津波が建物等に衝突した際のせり上がり高さを加えた水位です。 指定避
難施設の指定や津波災害特別警戒区域（Ａ18参照）における建築等の許可の際に基準として用いられます。 津波
に対して安全な高さであるため、避難施設などの効率的な整備の目安となり、住宅の建築等を検討する上でも参
考になります。 なお、基準水位は津波浸水想定における浸水深と同様、地盤面からの高さ（水深）で表示します。

津波浸水想定とは？
最大クラスの津波が発生した場合に想定される最大の浸水区域と浸水深を、県知事が設定し公表するもので
す。 津波による浸水の危険度を広くお知らせするもので、警戒避難体制の整備などの津波防災地域づくりに関
する各種取組の基礎となる情報です。 静岡県では平成25年11月と平成27年8月に公表しており、その内容は県
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津波災害警戒区域の指定範囲はどのように設定されるのか？
県が設定した最大クラスの津波による浸水想定区域である「津波浸水想定」の区域を基本として設定します。 た
だし、過去の津波の痕跡や町丁目界、地形地物など、地域の実情を踏まえ、県と市町が調整し、広く設定すること
も可能としています。なお、区域の単位は「津波浸水想定」と同様、10ｍ四方毎であり、「津波浸水想定」では浸水
深に応じて着色しますが、「津波災害警戒区域」では中心に基準水位を表示します。

津波災害警戒区域を指定する目的は？
津波災害警戒区域（イエローゾーン）の指定により、沿岸市町における、津波ハザードマップの作成、避難訓練の実
施、避難施設の確保、施設管理者や事業者による避難確保計画の作成などを推進し、津波に対する警戒避難体制の
整備をより確実なものとすることが目的です。 また、区域指定の際に公表する「基準水位」により、津波に対して安全
な高さが明確になるため、避難施設の効率的な整備の目安になるなど、実効性の高い避難対策が可能になります。
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（　　　　）避難施設の効率的
な確保が可能に

○ 津波浸水想定の公表例 ○ 津波災害警戒区域の指定例

20 m 以上
 10 ~  20 ｍ
5 ~  10 ｍ
3 ~    5 ｍ
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津波災害警戒区域に指定されるとどのようなことが行われるのか？
市町において、①津波ハザードマップの作成・周知、②避難訓練の実施、③避難場所や避難路の確保などの対策
が実施されます。 市町の地域防災計画で「避難促進施設」に位置付けられた社会福祉施設、学校、病院などの施
設においては、①避難確保計画の作成と市町長への報告及び公表、②避難訓練の実施など、警戒避難体制の整
備に向けた対策に取り組んでいく必要があります。 また、宅地建物の取引において、宅地建物取引業法に基づく
「重要事項説明」として、取引対象となる物件が津波災害警戒区域内にある旨を説明することが必要になります。

津波災害警戒区域はいつ、どのように指定するのか？
静岡県では、平成26年11月に津波災害警戒区域の指定基準や手続きの流れを盛り込んだ「指定の手引き」を策
定しており、この手引きに基づいて指定を進めることとしています。 区域指定に当たって、まずは各市町と事前調
整を行い、指定の意向が固まった市町から順次、関係住民や関係団体への説明会を開催し、最終的な市町の意向
を確認した後、区域指定を行います。 関係住民や関係団体への説明会については、事前に県や市町の広報等で
開催を通知いたします。

津波災害警戒区域に指定された区域はどこで確認できるのか？

津波災害警戒区域に指定されると地価が下がるのでは？
最大クラスの津波が発生した場合の浸水の危険性については、既に「津波浸水想定」を公表し、県民の皆さんに
対して浸水区域や浸水深について情報提供させていただいております。 また、区域指定による建築物の建築や
それに伴う開発行為に対する規制はありません。 地価は景気など様々な要素により決まるため、津波災害警戒
区域を指定することによる地価への影響は予測できませんが、指定により地価が下がったという他県における
事例は聞いておりません。

指定した区域が確認できる図面は、区域指定の公示後、その区域が位置する市町の担当窓口で閲覧が可能で
す。 また、県のホームページや県の土木事務所でも確認することができます。

津波災害警戒区域に指定されると住宅等の建築は制限されるのか？

建築物の建築やそれに伴う開発行為が制限されることはありません。

○ 津波災害警戒区域の指定に伴い実施する各種措置

市町地域防災計画への津波警戒避難体制（避難施設・避難経路、津波避難
訓練、情報伝達等）に関する事項の記載
【市町に義務化】

指定区域内における警戒避難
体制を整備するため、各種措置
の実施が求められます。

津波災害警戒区域の指定

市町・民間事業者

都道府県知事

住民の協力等による津波ハザードマップの作成・周知
【市町に義務化】

指定や管理協定締結による津波避難施設の確保
【市町への任意規定】

地下街等、避難困難者利用施設における避難確保計画の作成と市町村長
への報告及び公表、津波避難訓練の実施と実施結果の市町村長への報告
【施設所有者・管理者に義務化】

宅地建物取引業法に基づく重要事項説明
【民間事業者に義務化】
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津波災害警戒区域の指定は解除されるのか？
防潮堤等の津波対策施設が整備されたり、地形が変化したことなどにより、指定区域の基となる津波浸水想定区
域が変更となった場合、指定区域の変更や解除が可能となります。 ただし、現在の津波浸水想定区域は、国が定
めた基準により津波が防潮堤等の津波対策施設を乗り越えた時点で施設が破壊するという条件で計算している
ため、今後整備する津波対策施設の減災効果が津波浸水想定区域の計算に反映されることが必要となります。

住民にメリットはあるのか？
津波災害警戒区域を指定する目的は、最大クラスの津波が発生した際に、住民等の生命・身体を守ることです。 
区域指定により、基準水位を踏まえた効率的な避難場所の確保やハザードマップの公表、避難確保計画の作成
等が進み、津波からより確実に「逃げる」体制が整備されるため、津波による人的被害を軽減することができま
す。 また、宅地建物取引業法に基づく「重要事項説明」により、取引対象の物件が津波災害警戒区域内か外かの
情報を確実に得ることができます。

津波によりどのような影響が想定されるのか？
東日本大震災における津波被害など過去の津波被害に関する調査・分析の結果から、津波による浸水深と被害の
関係が国や各種研究機関などから公表されています。 以下の図は、津波による浸水深や基準水位と建物や人の避
難への影響を整理したものです。 基準水位2.0mを超えると建物の約半数以上が全壊、浸水深30cmを超えると
歩行困難、死者発生の恐れがあるなど、目安となる数値などに留意して、津波対策を進めていくことが重要です。

津波災害警戒区域に指定されなかった地域は安全ということか？
最大クラスの津波は、現在の科学的知見に基づき、過去に発生した津波や今後発生が想定される津波から設定し
たものでありますが、これよりも大きな津波が発生する可能性が全く無いというものではありません。 そのため、指
定されなかった地域でも浸水が発生したり、浸水深がさらに大きくなったりする場合があるので注意が必要です。

○ 津波による浸水深・基準水位と
　 想定される被害の関係
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建物倒壊・
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2ｍを超えると
建物の約半数以上が全壊

全壊率：
約65％以上（木造）

約40～50％以上（S、R造）

浸水深１ｍを超えると歩行中の人の
ほとんどは死亡する

建物倒壊による
死者発生のおそれが高い

全壊する建物もあるが
半壊程度で留まる建物が多い

全壊率：
約15％以上（木造）
約10％以上（S、R造）

全壊率：
約5％未満

（木、S、RC造）

浸水深30㎝を
超えると歩行困難、
死者発生の
おそれがある

屋内に進入する津波により
死者発生のおそれあり

床下浸水程度に留まり
被災後も施設機能を
維持できる可能性が高い
（地面から居室の床の上面
　までの高さは約50㎝程度）

膝下が浸かりながらも
何とか歩行可能な状態

（健常者）

床下浸水で留まれば
死者発生のおそれは低い



検索

参考情報

津波災害特別警戒区域（オレンジゾーン）については、静岡県が設置した有識者等で構成する検討委員会での検討
結果を踏まえて、指定基準や手続きを盛り込んだ「指定の手引き」を平成27年12月を目途に策定します。その後、策
定した「指定の手引き」に基づき、市町における津波災害に強いまちづくりの方針との整合などについて協議しなが
ら、指定に向けて調整を進めていきます。

津波災害特別警戒区域（オレンジゾーン）は、最大クラスの津波が発生した場合に、建築物が損壊又は浸水し、
住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがある区域で、特に防災上の配慮を要する方々が利用する
社会福祉施設、学校、医療施設の建築とそのための開発行為に関して、居室の床面の高さや構造等を津波に対
して安全なものとするために県知事が指定する区域です。 津波災害特別警戒区域（レッドゾーン）は、オレンジ
ゾーンのうち特に迅速な避難が困難な区域で、住宅など市町の条例で定める用途の建築とそのための開発行為
に関して、居室の床面の高さや構造等を津波に対して安全なものとするために市町の条例で指定する区域です。

県内沿岸市町は「南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域」に指定され、既に警戒避
難体制の整備が義務付けられているが、津波災害警戒区域を指定する必要があるのか？
津波災害警戒区域の指定では、「南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域」に義務付けられているハザード
マップの作成などの対策に加え、「基準水位」の公表より津波に対する安全な高さが明確になり、効率的な避難
施設の整備が可能になることや、宅地建物取引時に重要事項説明が受けられることなど、現在進められている
警戒避難体制の整備がより実効性の高いものになります。
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①病室等の居室の床
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津波防災地域づくり法

検索津波浸水想定

検索地震・津波対策

津波防災地域づくりに関する法律

静 岡 県 の 津 波 浸 水 想 定

静 岡 県 の 地 震・津 波 対 策

国土交通省ホームページで

静岡県ホームページで

静岡県ホームページで

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/point/tsunamibousai.html

http://www.pref.shizuoka.jp/bousai/4higaisoutei/tiikidukurihou.html

https://www.pref.shizuoka.jp/kensetsu/ke-320/measures/jishintsunami.html

〒422-8601 静岡市葵区追手町9番6号  
TEL.054-221-3202  FAX.054-221-3380
http://www.pref.shizuoka.jp/kensetsu/ke-320/index.html
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今後、津波災害特別警戒区域を指定するのか？
・・

津波災害特別警戒区域（オレンジゾーン・レッドゾーン）とは？
・・

● お問い合わせ先


